
1議 第 1356 号
横浜国際港都建設計画 第一種市街地再開発事業の決定

綱島駅東口駅前地区第一種市街地再開発事業
議 第 1357 号
横浜国際港都建設計画 用途地域の変更

議 第 1358 号
横浜国際港都建設計画 高度利用地区の変更

議 第 1359 号
横浜国際港都建設計画 防火地域及び準防火地域の変更

議 第 1360 号
横浜国際港都建設計画 道路の変更

３・６・10号綱島駅東口線
議 第 1361 号
横浜国際港都建設計画 交通広場の変更

第５号綱島駅東口交通広場
議 第 1362 号
横浜国際港都建設計画駐車場の変更

第23号新綱島駅自転車駐車場
第24号綱島駅自転車駐車場

議 第 1363 号
横浜国際港都建設計画 地区計画の変更

綱島東一丁目地区地区計画



港北区
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広域図 ３2

新綱島駅※

綱島駅

綱島東
一丁目地区

※駅名称については、都市鉄道等利便増進法に
基づく手続を行った上で、正式に決定します。

３・４・55号綱島東線



鶴⾒川

地区計画区域

位置図 ３3

※駅名称については、都市鉄道等利便増進法に
基づく手続を行った上で、正式に決定します。

３・４・55号綱島東線
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航空写真貼り付け

航空写真 4

地区計画区域

２

１

１

（令和４年４月撮影）

２

令和３(2021)年１月 撮影 （提供：新綱島駅前地区市街地再開発組合
令和４年３月撮影）



綱島駅東口周辺の課題 ３5

歩道がない（狭い）道路が多い。

バス・タクシーの乗降場が集中し、
周辺道路の混雑が激しい。

東⼝駅前

⾃転⾞駐⾞場の不⾜。

１

2

3



上位計画等 ３6

綱島駅東口周辺におけるまちづくり

・拠点にふさわしいターミナル機能の強化

・バスやタクシーの乗降場の再編、駐輪場の整備

・都市計画道路等の整備と歩行者空間の確保

・土地の高度利用による、商業・業務施設、公共公益施設、
都市型住宅等の整備

都市再開発の方針
平成30(2018)年３月改定

などを位置づけ

横浜市都市計画マスタープラン港北区プラン
平成27(2015)年３月改定

綱島駅東口周辺のまちづくりの土地利用方針
平成31(2019)年２月策定



綱島駅東口周辺のまちづくりの土地利用方針 ３7

バス乗降場の再編

タクシー等
乗降場の整備

立地特性を生かした
土地活用

立地特性を生かした
土地活用

地域資源を生かした
土地活用

地域資源を生かした
土地活用

都市基盤施設の整備都市基盤施設の整備

都市計画道路等の整備
と歩行者空間の確保

駅間立地を
生かした
施設整備

歩行者軸（ ）

と連携した広場の整備
タクシー等

乗降場の整備

中央広場の整備

綱島街道の
横断機能の

安全性の向上

地域・歴史的資源
や住宅地と調和
した施設整備

地域・歴史的資源
の保全、活用

バス乗降場・
駐輪場の整備

土地利用方針に基づき、本地区において段階的にまちづくりを進めている。



令和５(2023)年３月
■新綱島駅開業 （予定）

令和５(2023)年３月
■新綱島駅開業 （予定）

平成24(2012)年10月
■相鉄・東急直通線（新綱島駅）

都市計画決定

平成28(2016)年９月
■土地区画整理事業
■第一種市街地再開発事業
■地区計画 等

都市計画決定・変更

令和２(2020)年２月
■地区計画 等
都市計画変更

まちづくりの経緯 ３8

平成24(2012)年10月
■相鉄・東急直通線（新綱島駅）

都市計画決定

平成28(2016)年９月
■土地区画整理事業
■第一種市街地再開発事業
■地区計画 等

都市計画決定・変更

令和２(2020)年２月
■地区計画 等
都市計画変更

綱島駅東口駅前地区等の
まちづくり検討の進捗に伴い
関連都市計画の決定・変更

綱島駅東口駅前地区等の
まちづくり検討の進捗に伴い
関連都市計画の決定・変更

新綱島駅周辺地区
土地区画整理事業

綱島東一丁目地区
地区計画

【第一段階】

【第二段階】

新綱島駅前地区
第一種市街地再開発事業

綱島駅東口駅前地区
第一種市街地再開発事業



今回決定・変更する内容 ３9

綱島駅東口駅前地区
第一種市街地再開発事業

高度利用地区（変更）

用途地域（変更）

綱島駅東口線（追加）

防火地域及び準防火地域（変更）

綱島東一丁目地区地区計画（変更）

自転車駐車場（変更・追加）

綱島駅東口交通広場（追加）

綱島駅東口駅前地区
第一種市街地再開発事業（決定）

高度利用地区（変更）

用途地域（変更）

綱島駅東口線（追加）

防火地域及び準防火地域（変更）

綱島東一丁目地区地区計画（変更）

自転車駐車場（変更・追加）

綱島駅東口交通広場（追加）

綱島駅東口交通広場

綱島駅東口線

自転車駐車場

綱島東一丁目地区
地区計画

綱島駅東口駅前地区
第一種市街地再開発事業

高度利用地区

用途地域※

防火・準防火地域※
※区域は概ねの範囲



駅前広場 ⾯積約1,100㎡

市道綱島第81号線

県道子母口綱島

綱島駅

３・３・21号東京丸子横浜線（綱島街道）

県道東京丸子横浜（綱島街道）

駅前広場
：タクシー乗降場

：一般車乗降場
（身障者用１台を含む）

※関係者協議により変更となる場合があります。

綱島駅東口線

整備する公共施設（道路等） 10

南 棟

北 棟



整備する施設計画 ３11

＜南 棟＞

＜北 棟＞

共同住宅
（都市型住宅）

商業・業務

綱島街道側からの 断面イメージ

▼

高さ
100ｍ以下

デッキ通路 商業・業務

▼
高さ31ｍ以下

駐車場
※本施設概要は現時点での予定であり、今後変更される場合があります。

施設概要
主要用途 共同住宅･商業･業務･駐車場

規模

地上27階／地下1階
建物高さ：南棟 100ｍ以下

北棟 31ｍ以下

住 戸 数 約350戸

敷地面積 約5,0 0 0㎡

建築面積 約3,5 0 0㎡

延べ床面積 約49, 9 0 0㎡

駐車台数 約140台

綱島街道



ＧＬ

綱島街道

100ｍ以下

２Ｆ
デッキ

45ｍ以下

断面イメージ

綱島駅～新綱島駅間の歩行者動線 ３12

地上
改札

東急東横線
綱島駅
東急東横線
綱島駅

相鉄・東急直通線
新綱島駅（地下）
相鉄・東急直通線
新綱島駅（地下）

位置図

建築物建築物



１ 第一種市街地再開発事業の決定

２ 高度利用地区の変更（追加）

３ 用途地域の変更

５ 道路の変更（追加）

４ 防火地域及び準防火地域の変更

８ 地区計画の変更

■決定又は変更する都市計画 13

７ 駐車場の変更（変更・追加）

６ 交通広場の変更（追加）

１ 第一種市街地再開発事業の決定

２ 高度利用地区の変更（追加）

３ 用途地域の変更

５ 道路の変更（追加）

４ 防火地域及び準防火地域の変更

８ 地区計画の変更

７ 駐車場の変更（変更・追加）

６ 交通広場の変更（追加）



第一種市街地再開発事業の決定 ３14

名 称
綱島駅東口駅前地区

第一種市街地再開発事業

面 積 約 ０.９ ha

市街地再開発事業の施行区域



第一種市街地再開発事業の決定 ３15

凡 例

建築敷地

都市計画道路３・６・10号
綱島駅東口線
【

都市計画道路３・４・21号
東京丸子横浜線

県道東京丸子横浜

県道子母口綱島

市道綱島第81号線

交通広場第５号
綱島駅東口交通広場

駐車場第24号
綱島駅自転車駐車場

（駅前広場面積約1,100㎡を整備）

市街地再開発事業の施行区域 （立体的な範囲を合わせて定める区域）



第一種市街地再開発事業の決定 ３16

建築物等の整備に関する計画

建築面積 約3,500㎡

延べ面積
約49,900㎡

（容積対象面積 約35,000㎡）

建蔽率 約70％

容積率 約700％

主要用途
共同住宅、商業施設、
業務施設、駐車場等

建築敷地
面積

約5,000㎡

整備計画

道路及び駅前広場に沿って
壁面後退を行い、良好な空地
を確保する。さらに、敷地内に
広場を確保する。

住宅建設
の目標

戸数 350戸市街地再開発事業の施行区域

凡 例

建築敷地

道路等



高度利用地区の変更（追加） ３17

凡 例

建築敷地

道路等

高度利用地区を追加する区域

綱島駅東口駅前地区

面 積 約0.9ha

容積率の最高限度 700％

容積率の最低限度 200％

建蔽率の最高限度 70％

建築面積の最低限度 200㎡

壁面の位置の制限
道路の境界線から

2.0ｍ以上後退



400

80
商 業

400

80

商 業

500

80

商 業

400

80
商 業

400

80
商 業

400

80
商 業

500

80
商 業

500

80
商 業

変更前 変更後

変更する区域

３18用途地域の変更 18



変更前 変更後

防火地域

準防火地域

防火地域

準防火地域

防火地域

変更する区域

準防火地域

３19防火地域・準防火地域の変更 19



道路の変更（追加）／ 交通広場の変更（追加） 20

３・６・10号
綱島駅東口線

起 点 港北区綱島東二丁目

終 点 港北区綱島東一丁目

延 長 約90ｍ

構造形式 地表式

車線の数 ２車線

幅 員 ９ｍ（９～10ｍ）

その他 駅前広場を含む
（面積約1,100㎡）

第５号
綱島駅東口交通広場

面 積 約160㎡

構 造 地上１層

立体的な
範 囲

港北区綱島東一丁目地内
において、立体的範囲を
定める
（面積約160㎡を対象）



21

駐車場

北 棟南 棟

道路の変更（追加）／ 交通広場の変更（追加）

駅前広場 ⾯積
約1,100㎡

３・４・21号東京丸子横浜線（綱島街道）

平面図
綱島駅

平面図

南 棟

北 棟

21

第５号
綱島駅東口交通広場

面 積 約160㎡

構 造 地上１層

立体的な
範 囲

港北区綱島東一丁目地内
において、立体的範囲を
定める
（面積約160㎡を対象）

３・６・10号
綱島駅東口線

起 点 港北区綱島東二丁目

終 点 港北区綱島東一丁目

延 長 約90ｍ

構造形式 地表式

車線の数 ２車線

幅 員 ９ｍ（９～10ｍ）

その他 駅前広場を含む
（面積約1,100㎡）

駅前広場
（⾯積約1,100㎡）

⽴体的な範囲
（⾯積約160㎡）
※⾼さ2.5m

断面図



自転車駐車場の変更及び追加（変更前） 22

変更前

第23号新綱島駅
自転車駐車場

面 積 約2,300㎡

構 造 地下１層

備 考 駐車台数 約1,000台
出入口 ２箇所

駐車場の変更（変更・追加） 22

東急東横線
綱島駅



第23号新綱島駅
自転車駐車場（変更）

位 置 港北区綱島東一丁目

面 積 約130㎡

構 造 地下機械式

備 考 駐車台数 約500台
入出庫口 ２箇所

第24号綱島駅
自転車駐車場（追加）

位 置 港北区綱島東一丁目

面 積 約130㎡

構 造 地下機械式

備 考 駐車台数 約500台
入出庫口 ２箇所

駐車場の変更（変更・追加） 23

東急東横線
綱島駅

変更後



地上部

地下部

24整備する自転車駐車場 24

地下機械式自転車駐車場イメージ

断面イメージ

地上入出庫口（地上構造物）

入出庫口

（参考：他都市の事例）

地下構造物



・土地利用の方針

・建築物等の整備の方針

・地区施設の整備の方針

・緑化の方針

○ 地区計画の目標

○ 区域の整備、開発及び保全に関する方針

・地区施設の配置及び規模

・建築物等に関する事項

○ 地区整備計画
・用途の制限
・壁面の位置の制限
・高さの最高限度
・形態意匠の制限

・緑化率の最低限度

※赤字：一部変更
青字：地区制限の追加

綱島東一丁目地区地区計画

地区計画の変更（地区計画の構成） 25



地区計画の変更 ３26

地区計画の区域 地区整備計画の区域

名 称 綱島東一丁目地区地区計画

面 積 約 ４.４ ha

変更前 今回追加
凡
例



地区計画の変更 ３27

地区の区分

Ｄ地区 を Ｄ－１地区・Ｄ－２地区に区分

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区
Ｄ地区

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

Ｄ—２地区

変更前 変更後

Ｄ地区 を Ｄ－１地区・Ｄ－２地区に区分

Ｄ—１地区

Ｄ—２地区



二つの駅に挟まれた高いアクセス性を踏まえ、土地の合理的か
つ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、市街地再開発
事業を実施し、利便性とにぎわいを生む商業、業務、都市型住宅
等の機能集積を図るとともに、綱島駅前にタクシー及び一般車
の乗降場として交通広場を整備し、安全な歩行者空間を確保する。
(以降省略)

地区計画の変更 ３28

土地利用の方針 赤字：主な修正又は追記

地区計画の区域

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

Ｄ—２地区

駅前としての利便性を生かし、
周辺環境に調和した商業、業務、
都市型住宅等の立地を図る。

Ｄ－１地区

Ｄ－２地区



地区計画の変更 ３29

地区施設の整備の方針

新綱島駅（地下）

広場２

広場１

綱島駅

広場３

地区北側の玄関口となる空間を整備し、綱島街道の歩行者が
安全に通行、滞留できる空間を整備する。

赤字：新規

地区計画の区域

広場３



地区計画の変更 ３30

地区施設の整備の方針

綱島駅

新綱島駅出入口（地下）

バリアフリーに配慮しながら、綱島街道を安全に横断し、
快適かつ回遊性の高い歩行者ネットワークを形成するため、
綱島駅東口の駅前から新駅及び中央広場に通じる歩行者用
通路を整備する。

赤字：主な修正

地区計画の区域

歩行者用通路



新綱島駅（地下）

広場２

地区計画の変更 ３31

地区施設の配置及び規模 青字：形状変更 赤字：新規追加

綱島駅

中央広場 約330㎡

広場１ 約420㎡

広場２ 約630㎡

広場３ 約100㎡（一部非青空）

凡

例

地区計画の区域

広場３広場３ 変更前

広場１広場１



地区計画の変更 ３32

地区施設の配置及び規模

歩道状空地１ 幅員2.0ｍ 延長約510ｍ（一部非青空）

歩道状空地２ 幅員1.5ｍ 延長約180ｍ

歩道状空地３ 幅員0.5ｍ 延長約 50ｍ

凡

例

赤字：変更

広場２

地区計画の区域

変更前広場３

綱島駅

Ｄ—１地区 広場１広場１



地区計画の変更 ３33

地区施設の配置及び規模

綱島駅

新綱島駅出入口（地下）

歩行者用通路１
幅 員 3.0ｍ
延 長 約 60ｍ

歩行者用通路２
幅 員 2.0ｍ
延 長 約160ｍ

歩行者用通路３
幅 員 3.0ｍ
延 長 約 60ｍ

凡

例

歩行者用通路４
幅 員 2.0ｍ
延 長 約 30ｍ

歩行者用通路５
幅 員 2.0ｍ
延 長 約 10ｍ

赤字：新規追加又は変更

※すべて一部非青空

地区計画の区域



地区計画の変更 ３34

建築物等の整備の方針

駅前拠点にふさわしいにぎわいを創出するため、Ａ地区、
Ｂ地区及びＤ－１地区の建築物は、歩行者軸及び歩行者用
通路に面する低層部に商業・業務施設を誘導する。(以降省略)

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

地区計画の区域

Ｄ—２地区

赤字：追記



地区計画の変更 ３35

Ｂ地区及びＤ－１地区の市街地再開発事業により整備する
建築物は、省エネルギー性能の高い設計とし、効率の高い
建築設備の導入を図り、エネルギー情報の管理等を推進する。

建築物等の整備の方針 赤字：追記

Ｂ地区及びＤ－１地区の
市街地再開発事業により
整備する建築物には、福祉
のまちづくりの観点から、
利用者のバリアフリーに
配慮した施設とする。

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

地区計画の区域

Ｄ—２地区



Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

地区計画の変更 ３36

建築物等の整備の方針

新駅立地に伴う新たな街の顔にふさわしい景観を形成する
ため、Ａ地区、Ｂ地区、Ｄ－１地区及びＦ地区の建築物は、
景観的調和を図りつつ、南北軸に面する建築物は低層部の

にぎわいを創出する形態意匠とする。

地区計画の区域

Ｄ—２地区

赤字：追記



地区計画の区域

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

地区計画の変更 ３37

建築物の用途の制限（D－１地区）

・１階を住居の用に供するもの

・個室付浴場業に係る公衆浴場

・自動車教習所

・危険物の貯蔵又は処理に供するもの

・１階を住居の用に供するもの※

・個室付浴場業に係る公衆浴所等

・マージャン屋等

・倉庫業を営む倉庫

・工場※ ・自動車教習所 ・畜舎

・危険物の貯蔵又は処理に供するもの※

※ 除外規定あり Ｄ—２地区

建築できない用途



Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—２地区

地区計画の変更 ３38

壁面の位置の制限

2.0ｍ以上後退

1.5ｍ以上後退

0.5ｍ以上後退

地区計画の区域

Ｄ—１地区



地区計画の変更 ３39

建築物の高さの最高限度（D－１地区）

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

区域エ 100ｍ以下

区域オ 31ｍ以下

Ｄ—１地区

地区計画の区域

Ｄ—２地区



地区計画の変更 ３40

建築物等の形態意匠の制限（D－１地区）

周囲への景観的調和に配慮するため、建築物の色彩は、

周囲の建築物の色彩と調和したものとする

地区計画の区域

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

Ｄ—２地区



地区計画の変更 ３41

建築物等の形態意匠の制限（D－１地区）

Ｎ 1 2 3 4 6 8 10 1412
2
3
4
5
6
7

彩度

明
度

低

高

低 高

8

・高さ31ｍを境に色彩を分節

・高層部の基調色は低層部よりも

高明度とする 等

【高さが31ｍを超える建築物】 高さ
31ｍ超

高明度

地区計画の区域

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

Ｄ—２地区



地区計画の変更 ３42

緑化率の最低限度（D－１地区）

Ｄ-１地区 10 ％

地区計画の区域

Ｂ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｃ地区

Ａ地区

Ｄ—１地区

Ｄ—２地区



公聴会 ３43

公聴会の開催 令和３(2021)年11月16日

公述の申出 ２ 名

公述人 ２ 名

※「公述意見の要旨と市の考え方」参照



都市計画法第17条に基づく縦覧 ３44

縦 覧 期 間
自 令和４(2022)年４月15日

至 令和４(2022)年５月２日

意見書の提出 な し


